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衆議院経済産業委員会ニュース 

平成 25.11.12 第 185回国会第５号 

 

11月 12日（火）、第５回の委員会が開かれました。 

 

１ 産業競争力強化法案（内閣提出第３号） 

・参考人から意見を聴取し、質疑を行いました。 

（参考人）一般社団法人日本経済団体連合会副会長・税制委員長 

                            佐々木 則 夫君 

     株式会社ローソン代表取締役ＣＥＯ       新 浪 剛 史君 

     富士市産業支援センターf-Bizセンター長     小 出 宗 昭君 

     株式会社政策工房代表取締役社長        原   英 史君 

     日本労働組合総連合会事務局長         神 津 里季生君 

・茂木経済産業大臣、土屋厚生労働副大臣、松島経済産業副大臣、田中経済産業大臣政務官及び政府参考人に対し質疑

を行いました。 

 

（質疑者及び主な質疑内容）

（参考人に対する質疑） 

佐々木   紀君（自民） 

・我が国の成長戦略における企業の役割について、佐々

木参考人及び新浪参考人の見解を伺いたい。 

・企業実証特例制度の実効性を確保するために、どのよ

うな制度設計・運用が必要かについて、原参考人の見

解を伺いたい。 

 

國 重   徹君（公明） 

・富士市産業支援センターf-Biz において、今年度の起

業相談件数が急増している背景及び相談者のニーズに

ついて、小出参考人の見解を伺いたい。 

・子育て支援策に力を入れてきた自社の取組を踏まえ、

今後、女性人材を一層活用するために必要な施策につ

いて、新浪参考人の見解を伺いたい。 

 

辻 元 清 美君（民主） 

・神津参考人が必要だと考えるボトムアップ型の政策と

はどのような政策か。また、我が国におけるディーセ

ント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）の現

状について神津参考人の認識を伺いたい。 

・社会問題を解決していくソーシャル・ビジネスの可能

性に関して、新浪参考人の所見を伺いたい。 

 

 

 

 

 

今 井 雅 人君（維新） 

・農業の産業化及び農業と企業との連携の在り方につい

て、新浪参考人の所見を伺いたい。 

・小規模な市町村においては中小企業支援のための人材

を確保することが困難だと思われるが、小出参考人の

所見を伺いたい。 

 

三 谷 英 弘君（みんな） 

・タクシーに関する規制強化や医薬品のネット販売規制

を踏まえた政府の規制改革への取組に対する佐々木参

考人及び新浪参考人の評価を伺いたい。 

・女性の活用及び人材の流動性の観点から見た、現在の

雇用法制に対する新浪参考人及び小出参考人の評価を

伺いたい。 

 

塩 川 鉄 也君（共産） 

・海外の制度との比較等を踏まえた我が国の労働者保護

ルールに対する佐々木参考人及び神津参考人の評価を

伺いたい。 

・企業実証特例制度の下で企業単位の労働規制の規制緩

和が行われることの是非に関する神津参考人の見解を

伺いたい。 

 

 

 

 



本ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。 

詳細な内容については会議録を御参照ください。 
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（政府に対する質疑） 

長 妻   昭君（民主） 

・ 民主党が 2002 年の産業再生戦略でベンチャー支援に

関連して提案した事項はどの程度実現しているのか。 

・産業革新機構は、大企業を親会社とするような企業で

はなく、ベンチャーに対する支援を重視すべきではな

いか。 

 

今 井 雅 人君（維新） 

・我が国をアジアの金融センターとするためには、終身

雇用制度を含めた労働環境の見直しを行う必要性があ

るのではないか。 

・市町村規模で実施するとしているワンストップ創業支

援体制について、専門的な人材の確保の困難性を考慮

し、より広域的に行う必要があるのではないか。 

 

丸 山 穂 高君（維新） 

・現状においてノーアクションレター制度と中小企業承

継事業再生計画の利用実績が少ない点について、どの

ような分析及び評価を行っているのか。 

・ 設備投資を今後３年で 70 兆円にするという目標と、

経済成長率について今後 10年で名目成長率３％、実質

成長率２％程度にするという目標との因果関係はどの

ようになっているのか。 

 

三 谷 英 弘君（みんな） 

・企業実証特例制度による企業の規制緩和措置は国家戦

略特区の活用等によって代替できるのではないか。 

・企業の競争力強化のためには、雇用の流動化や社外取

締役の導入促進等によるコーポレートガバナンスの強

化を推進する必要があるのではないか。 

 

塩 川 鉄 也君（共産） 

・企業実証特例制度を用いた労働規制緩和により更なる

労働環境の悪化を招く可能性があるところ、制度運用

に関して茂木経済産業大臣の見解を伺いたい。 

・株主の海外比率の上昇により、企業の利益が我が国の

利益と結びつきにくくなっているのではないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


